


～～～～贈贈贈与与与税税のの負担担をを軽軽減減すするるる贈贈与与方方法法とは?!～～贈与税の負担を軽減する贈与方法とは?!～
知っておきたい相続税・贈与税シリーズ

日本相続学会　理事　榊原　正則

「贈与税の申告」とは？　1月1日～12月31日までの１年間に基礎控除である110万円を超える
贈与を受けた場合、翌年の2月1日～3月15日の間に所轄の税務署に贈与税申告書を提出します。

まとまった資金を贈与したいけど、

贈与税が気にかかる…

　住宅取得や教育、結婚・子育て

のための資金贈与に関しては、要

件を満たせば一定の金額まで非課

税で贈与できる優遇措置が設けら

れているものの、通常の贈与にお

いては重い贈与税が課せられます。

できることなら少しでも軽い贈与

税でと考えるのは当然のことです。

実は、贈与税はちょっとした工夫

で負担を軽減することができます。

贈与は毎年均等に行うと効果的!!

　では、もっと高額の贈与を行い

たい場合はどうでしょう。その場

合は、できるだけ均等に分けて贈

与すると効果的です。

　【設例】は、３パターンについ

て５年間で総額1,500万円の贈与

を行った場合（定期贈与を考慮せ

ず）の贈与税の合計額（直系尊属

から20歳以上の直系卑属に贈

与）を比較したものです。結果的

に、均等に毎年300万円ずつ贈与

した場合がもっとも税負担が少な

くなっています。

110万円の基礎控除を

うまく活用する!!

　贈与税の計算にあたっては、毎

年110万円の基礎控除が認められ

ており、１月１日から12月31日

までに受けた贈与の合計額が110

万円以下であれば贈与税はかかり

ません。贈与税対策としては、ま

ずこの基礎控除をうまく活用する

ことです。

　例えば、200万円の贈与を行う

場合、１年目に110万円、２年目

に90万円、あるいは２年にわた

り100万円ずつ贈与すれば贈与税

連年贈与と定期贈与の違いに注意!!

　毎年贈与する場合、注意してお

くべきことがあります。それは

「連年贈与」と「定期贈与」です。

【設例】のように５年間で1,500

万円の贈与を行う場合でも、当初

から1,500万円を贈与するつもり

で行う定期贈与と、結果的に

贈与方法の工夫次第で贈与税は軽減できる！

1,500万円の贈与となった連年贈

与とでは課税に対する考え方が変

わってきます。

　定期贈与とは、一定期間に一定

の給付を目的に行う贈与のことを

いい、その総額に対して一括課税

が行われます。当初から５年にわ

たって300万円ずつ贈与する旨の

契約書を作成している場合などは、

1,500万円の一括贈与とされます。

ちなみに1,500万円の贈与税額は

366万円になります。

　これに対し、連年贈与は、一定期間

贈与する約束をすることなく毎年繰

り返される贈与をいい、毎年の贈与

に対しそれぞれ課税が行われます。

この場合、毎年、贈与の都度、贈与

契約書の作成などをしておけば、連

年贈与である心証となります。

　このように「1,500万円を５年に分

けて贈与する」定期贈与と結果的

に５年間続けて贈与となった連年

贈与とはまったく意味が異なります。

　連年贈与は、定期贈与と比べ、

税額が大幅に減少しますが、贈与

の形態は、税務署が認定しますの

で、贈与を検討される場合には、

税理士等の専門家の意見なども参

考にして行なってください。

【設例】５年間に総額1,500万円を贈与した場合の贈与税額比較

①毎年の贈与額
（贈与税額）

②毎年の贈与額
（贈与税額）

③毎年の贈与額
（贈与税額）

（単位：万円）
合計

1,500
（98.5）

1,500
（112.5）

1,500
（95）

５年目

360
（27.5）

480
（45.5）

300
（19）

４年目

330
（23）

400
（33.5）

300
（19）

３年目

310
（20）

110
（0）

300
（19）

２年目

270
（16）

400
（33.5）

300
（19）

１年目

230
（12）

110
（0）

300
（19）

（注）①は毎年均等額、②は贈与税の基礎控除110万円以下の年を含めた額、③は毎年110万円以上
の異なる金額を贈与した場合の贈与税額（祖父母・父母等から20歳以上の子・孫等に贈与した
場合の税率により算出）です。

　　　定期贈与については考慮していません。

はかかりません。200万円を同一

年内に贈与した場合の贈与税９万

円を節税できます。



　自転車は、業務遂行によく利用されています。しかし、自転車といえども、道路交通法上は「軽車
両」として自動車（車両）と同じルールが適用されます。自転車が絡む交通事故は毎年数多く発生し
ています。自転車運転に対する従業員の教育と管理が大切です。

～法整備が不十分な中での自転車運転管理～

「路側帯」とは？　歩道の設けられていない道路で、歩行者の通行のため、道路標示によって
区画された部分をいいます。

企業におけるリスクマネジメント
ワンポイント講座 企業の交通リスク対策シリーズ

●自転車は自動車（車両）と同じルールが適用される!!
　自転車（電動アシスト自転車を含む）は、運転免許も
必要なく運転できる便利な乗り物ですが、道路交通法上
は「車両」の一種である「軽車両」とされています。道
路交通法で定められた車両に関する規定は自転車にも適
用されます。
　平成27年に道路交通法が改正され、悪質な違反を繰
り返す自転車運転者には「自転車運転者講習」の受講が
義務付けられるなど規制が強化されました。危険行為を
３年以内に２回以上行った運転者には受講命令が出され
ます。これに従わなかった場合、５万円以下の罰金が科
せられます。

の親に約9,500万
円の賠償命令を出
しました。
　業務中における
自転車を用いた事
故の場合、企業に
も責任が生じます。
　自転車は、車や
バイクと異なり、運転の際に免許を必要とせず、事故の
際には運転者が加害者にも被害者にもなりうることか
ら、自転車の業務利用に関するリスクマネジメントをし
っかりしておくことが肝要です。

●自転車といえども高額賠償事例も!!
　平成27年の交通事故は53万6,899件で５件に１件は
自転車が関わっている事故です。また、交通事故は、年々
減少していますが、交通事故全体の減少に比べ自転車が
関わる事故の減少率はゆるやかなレベルに留まっていま
す。被害者になるばかりでなく、加害者になることもあ
ります。自転車といえども重大な事故を起こした場合は
高額な賠償金を支払わなければなりません。小学校５年
生の男児が運転する自転車にはねられた女性が意識が戻
らない状態になった事例で、平成25年に神戸地裁は男児

●違反すれば即「赤キップ」！
　平成27年中の検挙件数1.2万件超に!!
　警察庁の調べによると、自転車の交通違反検挙数は平
成26年の8,070件から平成27年の1万2,018件と急増
しています。ちなみに、検挙数の１位は信号無視で
6,347件、次いで遮断踏切内立入が2,911件、酒酔い運
転も148件摘発されています。
　自転車の違反に対しては、反則金を支払うことで刑事
裁判を受けなくて済む「青キップ（交通反則告知書）」
といった救済制度はなく、即「赤キップ（告知票）」が
切られ刑事裁判を受けることになります。通常は、略式
手続により罰金を支払うことになりますが、その場合に
は前科が付いてしまいます。

日本リスクマネージメント研究所　代表　山田　幸洋

自転車も車の仲間です！

自転車運転時の主な交通ルールと違反した場合の罰則

罰則自転車の主な交通ルール
自転車は軽車両であり、車道を通行する
のが原則です！

歩道のない道路で、自転車通行できる路
側帯は左側の路側帯に限ります！

右側通行は禁止です！

交差点の横断は２段階右折で！

携帯電話を使用しながらの運転

ヘッドホンなどを使用して運転

夜間の無灯火での運転

傘をさしての運転

ブレーキがない、整備不良である

横に並んで運転

２人乗り

信号無視

踏切一時不停止、遮断踏切立入

一時停止の無視

手放し運転、蛇行運転

自転車は車
道通行が原
則、歩道は
例外

以下の場合は歩道を通行できますが、歩
行者優先で、車道寄りを徐行する！
　●　「自転車及び歩行者専用」の標識がある
　●　車道の通行がむずかしい
　●　13歳未満の児童・幼児、70歳以上の
高齢者、身体の不自由な人

歩道は歩行
者優先で、
車道寄りを
徐行

車道は左側
通行

してはいけ
ない行為

３か月以下の懲
役または５万円
以下の罰金

２万円以下の罰
金または科料

２万円以下の罰
金または科料

２万円以下の罰
金または科料

３か月以下の懲
役または５万円
以下の罰金

酒酔い運転、麻薬等運転
５年以下の懲役
または100万円
以下の罰金

５万円以下の罰
金



〒703-8235　岡山市中区原尾島859-7
TEL （086）273－2222（代）　FAX （086）273－9933
ＵＲＬ http://www.okayama1.co.jp/
E-mail info@okayama1.co.jp

＜損害保険＞
損保ジャパン日本興亜・三井住友海上
あいおいニッセイ同和損保・セコム損保・ニューインディア
＜生命保険＞
メットライフ生命・ソニー生命・エヌエヌ生命
損保ジャパン日本興亜ひまわり生命
三井住友海上あいおい生命・ジブラルタ生命

取扱保険会社

損害保険・生命保険はもちろん、総合金融サービスを中心に、
あらゆる角度から「安心」をサポート。

事故相談・法律相談・税務相談・不動産相談など

何か困った時に思い出していただける代理店を目指します。


